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【事業助成】対象となる経費・対象外となる経費
≪該当する助成項目≫ 
１人材(担い手)育成支援、２居場所づくり支援、 3活動支援（拡充・再開）、４新しく創り出す活動支援
≪共通科目≫ 
助成申請する『事業』の実施に直接必要な経費 (事業実施期間中に経費支出が完了するものに限る ) 

支出科目 対象外となる経費
＊団体が存続する限り恒常的に必要とする費用

消耗品費 ＊団体の運営、維持管理に係る消耗品と認められるもの
＊会議等での飲食費（喫茶店代、お茶、お菓子等）
＊酒類
＊スタッフのユニフォーム
＊購入した物品（プレゼント、手土産、食品など）をそのまま配
布するもの

備品費 ＊団体の運営、維持管理に係る備品と認められるもの
（パソコン、プリンター等）
＊他事業・他団体と併用する備品

印刷製本費 ＊団体が定期的に発行する会報などの費用

通信運搬費 ＊団体の運営、維持管理に係る通信運搬費と認められるもの
（電話代、インターネット回線使用料、プロバイダ料等）
＊団体が定期的に発行する会報などの送料

交通費 ＊内部者（★）の交通費
＊駐車料金・ガソリン代

広報費 ＊団体の運営に係る広報と認められるもの
（団体が定期的に発行する会報費など）

諸謝金 ＊内部者（★）に支払うもの
＊謝礼として渡す物品（金券・菓子折り等）
＊ボランティア活動振興基金の申請、報告に係る書類作成の謝金
として支払うもの

賃借料 ＊団体事務所の家賃、電話代・光熱水費など団体の運営・維持管
理に係るもの
＊駐車場代

＊内部者の日常活動に活動に係る保険等
損害保険料 ＊左記以外

業務委託費 ＊団体の運営、維持管理に係る業務委託と認められるもの（WEB
サイトの保守料・管理費等）
＊ボランティア活動振興基金の申請、報告に係る書類作成にかか
る業務委託と認められるもの

雑費 ＊団体の運営、維持管理に係る経費と認められるもの
＊助成金申請のための謄本・住民票取得手数料など

対象助成項目
＊人件費 １人材（担い手）育成

支援

＊光熱水費 ２居場所づくり支援
＊賃借料 ２居場所づくり支援 ＊駐車料金（報告時のスケジュール表に記載のある日のものに限る）

切手代、送料    など

   【事 業 助 成】
対象となる経費

事務用品、材料費、衛生用品、工具類、書籍  など
＊飲食を伴う事業（子ども食堂等）に係る食材費

＊コロナ対策に関するもの

＊コロナ対策に関するもの

など

物品として団体で保持・保管するもの

会議資料印刷費など

＊会場賃借時に請求される内容に含まれているもの

事業に関わるボランティアの実費交通費
（注）ガソリン代は対象外ですが、移動支援活動をされる方は
別途ご相談ください
活動イベントポスター、活動イベントチラシ作成費用 など

講師謝礼金（交通費を含む）、アドバイザー料、 など
＊外部講師に支払うものに限る

会場使用料(公に第三者が貸スペースとして認知している）
＊付帯設備費を含む
レンタル料    など
社協が取扱うボランティア活動保険、ボランティア・市民活動
行事保険
事業専用の WEBページ作成費    など

手数料など上記以外の諸経費

★内部者とは、団体を構成し運営に従事する者

≪対象の助成項目のみ認められる科目≫
対象経費

育成した人材を次の活動先につなげるためにのコーディネートをする内部者（★）
にかかる人件費
＊予算の４０％以内 ＊役割が明確になっていること
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【団体助成】 

５ 立ち上げ支援
助成目的 福祉課題・地域課題の解決のために立ち上げた団体の初動期の基盤整備を目的とし

た団体の支援 
助成内容 団体が活動を始めるために必要な備品等や安定した運営に必要な経費 

（A）改修なし  
（B）改修あり（事業占有の場所に限る） 

対象団体 ・福祉課題・地域課題の解決に取り組むこと 
・非営利の活動団体であること 
・大阪市内の活動実績１年未満、または基準日から6か月以内に活動開始が見込
　めること（令和４年４月１日現在）
・前年度交付を受けた２年目の団体
　〔前年度（A）交付団体は（A）または（B）、前年度（B）交付団体は（A）のみ〕  

申請上限額 （A）５０万円  （B）８０万円（団体につき１回限り） 

使える経費 P15【団体助成】対象経費一覧参照 
団体の立ち上げ初動期に必要なもの 
※人件費･･･団体の運営に係る活動者の人件費（助成額の５０％以内）
※光熱水費･･･団体名で契約した水道代、電気代、ガス代等
※改修費（Bのみ）･･･活動場所（公的施設等を除く）の改修費  

申請書記入
のポイント 

・取り組む地域課題・福祉課題に着目した理由
・基盤整備から安定した活動までのプロセス
・活動により目指す将来像
・（人件費申請）人件費受領者の役割と必要性 

更新条件 同助成項目は最長２年まで 
※（B）は１団体 1回限り 

提出書類
●･･･必ず提出 ○･･･該当する場合のみ提出

規定様式 添付書類 
第 1号様式（助成金交付申請書） 規約・会則、または定款 

認確類書出提 簿名員役
別紙１（団体概要） 決算書  
別紙２－１（事業計画書Ⅰ） 事業報告書  
別紙２－２（事業計画書Ⅱ） 活動内容がわかるもの 
別紙２－３（事業計画書Ⅲ） 住民票／法人登記簿謄本※
別紙２－４（事業計画書Ⅳ）  改修費見積書（２社以上）

非営利型法人の要件確認別紙２－５（事業計画書Ⅴ）  
別紙３（収支予算書）
※規約・会則、または定款がない場合は、立ち上げ主旨が記載されたものを提出すること
※役員名簿がない場合は、構成員５人以上の名簿（氏名・住所・電話番号記載のもの）を提出すること
（名簿は助成金に関する連絡に使用することがあります）
※規定様式は全てＡ4 規格 1 ページ
※任意団体は代表者の住民票（マイナンバーの記載がないもの）、法人は法人登記簿謄本
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